
 

 

 

 ２０１８年４月からの国民健康保険の都道府県化にあたり、大阪府は、保険料率や減免基準を「府内統一」する方針を打ち

だすとともに、市町村の法定外繰り入れ解消などの方向を示しています。 

 しかし、国保制度は、「社会保障及び国民保健の向上に寄与することを目的とする」という国保法に則り、各市町村が低所得

者への保険料軽減など、地域の実情に応じて制度を定めてきたものです。現況のまま実施されると、国による財政支援が拡充

されたとしても、加入者に大幅な負担増を強いることは府の「仮試算」でも明らかです。 

 また、２０１８年度からの保険料統一化を指向している都道府県はきわめて少数です。また、厚労省が公表した「都道府県

国民健康保険運営方針策定要領（ガイドライン）」案では保険料抑制などを目的とした法定外繰り入れは解消すべきとしていま

すが、これは都道府県や市町村を拘束するものではないと同省も認めています。 

 そもそも、現在の国保制度の最大の問題は、低所得化する加入者の支払い能力をはるかに超える“高すぎる保険料”にあり

ます。こうした事態を引き起こした根本原因は国の予算削減であり、ここを改めない限り国保を持続可能な制度として立て直

すことはできません。 

 よって、国保の都道府県化にあたり、下記の点を府に求めるものです。 

記 

１、府が定める「標準保険料率」を全市町村に一律に適用せず、各市町村が地域の実情に応じ保険料を設定することを認める

こと。 

２、減免制度の「共通基準」での統一は行わず、各市町村が独自の減免制度を設けることを認めること。 

３、保険料抑制を目的とした法定外繰り入れの解消を、市町村におしつけないこと。   

４、市町村がおこなう独自減免制度などの加入者負担軽減策に対し、ペナルティを課すことはしないこと。 

５、国保会計への府の法定外補助を増やすなど、府としての加入者負担軽減策を強めること。 

６、国の負担を抜本的に引き上げることを国に強く求めること。 
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 日本共産党は、9 月議会に２本の意見書『国民健康保険の保険料率や減免制度の「府内統一」は行わず、市町村が実

情に応じた制度を続けられることを求める意見書（案）』『核兵器禁止条約の批准を求める意見書（案）』を提出しました。 

 

国民健康保険の保険料率や減免制度の｢府内統一｣は行わず､市町村が実情に応じた制度を続けられることを求める意見書（案） 

 


